
令和７年度地域計画研修会（R7.６.10）

地域計画の推進に係る関係機関の役割について

長 野 県 農 政 部 農 村 振 興 課

担当係長 小林 裕之

1



そもそも地域計画とは、

【背 景】

・ 従来、各市町村では「人・農地プラン」を策定し、農地の効率的な利用と担い手の確保に向けて取り組んできたが、高齢化や

人口減少の本格化により、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されていた。

・ 市町村が、地域の話し合いを踏まえ 、 目指すべき将来の地域農業の在り方や、目標とする農地利用の姿を示した地図（目標地図）

を明確にした将来ビジョン。 令 和７年３月までに策定することが義務化。

【概 要】

＜従来＞ ＜現在＞

人・農地プラン（従来）と地域計画（現在）の比較イメージ
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・ そこで、農地の集約化等に向けた取組を加速化するため、農業経営基盤強化促進法の一部改正により新たに「地域計画」を策定す

ることが法定化された。（令和５年４月１日）

・ 77市町村すべてで策定済み（令和７年３月31日現在（速報値））。440地区で地域計画が策定されている。

【策定状況】
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（１）地域計画の策定状況

（ア）全国
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（１）地域計画の策定状況（長野県（速報値））

（ア）地域計画の策定数

策定市町村数 策定地域数 備考

７７ ４４０

【内訳】

・市町村１地域として策定：27市町村

・２以上の地域で策定：50市町村

（２地域～33地域）

（イ）地域計画内の農用地等の状況

・地域計画区域内農用地等は、県内耕地面積の98％に当たる10万２千ヘクタール

・10年後の耕作者が確保できていない農地は４割程度

耕地面積
(R6年)
(ha) ①

地域計画区域内の
農用地等面積(ha）②

うち農業振興地域の
農用地区域の

農地面積(ha）③

うち農業を担う者の
10年後の経営面積

(ha）④

103,800 102,081
②／①
98.3％

90,440
③／②
88.6％

63,059
④／②
61.8％
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（１）地域計画の策定状況（長野県（速報値））

（ウ）目標地図に位置付けられた農業を担う者の状況

・農業を担う者は延べ約76千経営体、うち兼業農家等が８割を占める

・うち中核的経営体は全体の２割程度

18.7%（中核的経営体）
農業を担う者（延べ） 75,821

内

訳

中核的経営体 14,159

内

訳

認定農業者（延べ） 9,970

認定新規就農者（延べ） 766

集落営農（法人を除く）（延べ） 305

基本構想水準到達者（延べ） 3,118

農業協同組合（延べ） 35

農業支援サービス事業体（延べ） 119

上記以外の農業を担う者（延べ） 61,508
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（２）地域計画で記載されていること
令和７年度地域計画研修会（R7.６.10）
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（３）地域計画と国庫補助金
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R6補正
３４事業

R7当初
７７事業
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農林水産省HP「地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）内 予算・税制」から https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/chiiki_keikaku.html
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（４）地域計画策定後に取組むべきこと
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（５）地域計画の変更
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（６）地域計画の変更
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（６）地域計画の変更
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（６）地域計画の変更

令和７年度地域計画研修会（R7.６.10）



15

（６）地域計画の変更
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Q. 農林水産省地域計画変更マニュアルでは、農振除外、農転は、「事前変更要」

となっています。

毎月、農転の申請が行われる可能性がありますが、その都度、協議の場の開催が

必須ということでしょうか。

A. 農水省では、質問にあるとおり、農振農用地からの除外及び転用の都度、事前の

地域計画の変更を必要としており、その際は、協議の場を設ける必要があるとして

います。
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（７）地域計画の見直しにあたってお願いしたいこと
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（ア）地域計画・目標地図のブラッシュアップ（磨き上げ）

・地域計画の進捗管理や協議の場の設置及び適切なタイミングでの見直し

・市町村と連携し、地域計画を振り返り、継続的な協議の場等での話し合い

・地域計画のブラッシュアップ（磨き上げ）時の農業委員会における目標地図変更の素案づくり

・確認できていない耕作者などの積極的な意向把握

【市町村】

【農業委員会】
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（７）地域計画の見直しにあたってお願いしたいこと
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（イ）作成様式

参考様式５－２のとおり作成をお願いします。（基本要綱 第12の３）

・地域計画様式【データベース用】R7.3修正 を用いて作成してください。

・様式はセルの結合を含めて様式の変更を行わないでください。

・「属性」の種類は、地域計画様式で指定されたものを選択してください。
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（７）地域計画の見直しにあたってお願いしたいこと
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（ウ）地域計画変更の報告

変更時は県及び農地中間管理機構等へ報告をお願いします。（基本要綱 第12の６（３））

（３）市町村は、地域計画を定め、又は変更したときは遅滞なくその旨を公告するとともに、都道府県知事、

農業委員会及び農地中間管理機構に地域計画の写しを送付することとします。

公告の方法は、市町村の公報への掲載やインターネットの利用等により行うこととしてください。

（エ）その他

地域計画及び目標地図の変更にあたっては、

① 農業経営基盤強化促進法

② 農業経営基盤強化促進法の基本要綱

③ 地域計画変更マニュアル

（農林水産省ホームページ「地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）」）

④ 地域計画の策定等に係るＱ＆Ａ

（農林水産省ホームページ「地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）」） を参照してください。
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農林水産省ホームページ 地域計画変更マニュアル



20

◇ 令和７年度地域計画調査分析業務

（ア）目的

・地域計画に係る市町村の取組みのなかで明確化された「守るべき農地」に対する効果的かつ効率的な支援を行う

ため、地域計画の調査・分析を実施する。

・調査・分析をとおして明らかとなった有用な取組事例等の知見について農業委員会や地域農業者等と共有を図り

地域計画の実現に向けた取組みを支援する。

（イ）業務内容

・公表された地域計画について、分析やアンケート調査等を実施し、「守るべき農地」がどのような観点で定めら

れているかについて分析。

・地域計画の実現に向け、調査及び分析結果について、報告会等を開催。

ア）中間報告会（令和７年８月末日（予定））

イ）調査報告会（令和８年２月（予定））

（ウ）市町村への依頼事項

調査・分析の過程で県から市町村へ以下のことをお願いする予定です。ご協力をお願いします。

・県の委託事業者から市町村あてにアンケート調査を実施予定（６月中旬以降）。

・いくつかの市町村等へは聞取り調査を実施予定（時期未定）。

（８）令和７年度地域計画の実行に向けた令和７年度における県の取組み
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